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韓国の FTA 推進戦略と東アジア地域主義 1）

























結果、外交通商部通商交渉本部は 2003 年 9 月、「自由貿易協定（FTA）推進ロードマップ」
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　第 2 節で具体的に考察することになるが、韓国は FTA の世界的広がりに対応し、「同
時多発化」に基づき FTA を積極的に推進している。韓国は 2004 年 4 月にチリ、2006
年 3 月 に シ ン ガ ポ ー ル、2006 年 9 月 に 欧 州 自 由 貿 易 連 合（EFTA：European Free 
Trade Agreement）４）と FTA を発効した。また 2007 年 6 月にはアセアン（ASEAN：
Association of Southeast Asian Nations）と商品貿易分野で FTA の発効を履行してお
り、アメリカとは 2007 年 4 月に FTA 交渉が妥結し、2007 年 6 月中旬から追加交渉が進
められ、6 月末にはこれも妥結した。更に韓国はメキシコ、カナダ、インド、日本、EU
（European Union）等 41 カ国・地域とも交渉を進めており、中国、南米共同体 (MERCOSUR：
Mercado Comun del Cono Sur)、湾岸協力会議（GCC：Gulf Cooperation Council）とも
FTA を推進する予定である。
　特に注目すべきは、韓国が中長期的に東アジア、EU、米州自由貿易地域（FTAA：











問を抱かざるを得ない。こうした流れの中で FTA が RTA を含む地域制度化を促進する
重要な媒介として登場していることは否定できない事実であるが、国家戦略とアプロー
チの仕方によっては、地域主義の発展に逆行する可能性がある。なぜならば、大部分の










ア地域主義の展開における韓国の FTA 推進戦略の問題点を指摘する。第 2 節では米韓
FTA の推進状況を振り返り、批判的な視点から推進戦略の問題点を指摘する。第 3 節で
は日韓 FTA の事例を通じて韓国が地域政府間協働なしに状況的地域主義に便乗している



























































　バラッサ 14）は「地域」単位を基礎にして、政府間協働を通じて形成された RTA を、
①自由貿易地域（FTA：Free Trade Area）②関税同盟（customs union）③共同市場
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（common market）④経済同盟（economic union） ⑤完全経済統合（complete economic 
integration）の 5 段階に分けて説明している。このような観点から見ると、東アジア諸国





















（EAFTA：East Asian Free Trade Area）の設立に強い意欲を見せている。EAFTA の
設立に関する論議は 2000 年 11 月、シンガポール ASEAN ＋３首脳会談で初めて行われ、









同体に関する論議は 2001 年 11 月、EAVG の報告書「東アジア共同体を目指して：地域
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　さらに、域内 FTA の拡散が ASEAN ＋３の制度化と関連して、地域政府間協働を中心
に東アジア共同体に関する論議を促進する実質的な結果を残した。例えば、2003 年 5 月
には「東アジア・シンクタンク・ネットワーク’が北京で設立され、2003 年 12 月には「東
アジアフォーラム」がソウルで開催され、2004 年 5 月には東京で「東アジア共同体評議会」
が設立された。これらの動きは、「域内の機能的協力と統合を制度的に強化し、信頼、互恵、
共生の地域共同体を建設することにより、平和と繁栄の東（北）アジア時代を実現してい






策を展開してきた 20）。しかし 1990 年代に入り韓国はウルグアイ・ラウンドをめぐる国内
外の対立、経済協力開発機構（OECD：Organization for Cooperation and Development）
加入後の世界化政策としての不平等な開放、WTO 体制への消極的対応の結果生じた国
内構造調整の遅延などの政治経済状況の変化により、対外通商政策の全面的な修正が不
可避となった。特に 1997 ～ 98 年の経済危機による国際通貨基金（IMF：International 





　韓国の FTA 推進は 1998 年 11 月、最初の相手国としてチリに着目し、2002 年 10 月の
妥結をきっかけに従来式の用心深くて慎重なアプローチから脱皮し、政策的に焦って推進










の FTA にも注力している。表１は 2007 年 6 月現在の韓国の FTA 推進現況である。
表１　韓国の FTA推進現況（2007 年 6月現在）
段階 対象 現況 内容
発効／
交渉完了
チリ 1999 年 9 月交渉開始
2002 年 10 月交渉妥結
2004 年 4 月 発効
韓国初の FTA 相手国。脱地域主義 FTA 締
結の最初の事例。中南米市場進出の橋頭堡
確保。対外開放意思の表明。
シンガポール 2003 年 10 月交渉開始
2004 年 11 月交渉妥結






EFT 2004 年 12 月交渉開始
2005 年 7 月交渉妥結






ASEAN 2004 年 11 月交渉開始
2006 年 4 月（商品分野）
交渉妥結
2007 年 6 月（商品分野）
発効
初めて巨大経済圏と締結した FTA。  
アメリカ 2006 年 2 月交渉開始
2007 年交渉妥結
2007 年 6 月追加交渉／
妥結




交渉中 日本 2003 年 10 月交渉開始
2004 年 11 月膠着状態
貿易及び商品譲歩案などの争点で決裂。第
6 次交渉で中断。
ASEAN 2007 年 4 月第 17 次交
渉終了（サービス投資
分野の）交渉継続
2007 年 11 月までの交渉妥結を目標に進行
中。
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交渉中 メキシコ 2005 年 9 月第 1 次交渉
開始以来第 3 次交渉終




カナダ 2005 年 7 月第 1 次交渉
開始以来第 10 次交渉
終了（2007 年 4 月）
商品分野の一部品目の合意を導出及び早期
交渉を目標
インド 2006 年 3 月 第 1 次 交
渉開始以来第 6 次交渉
終了（2007 年 4 月）
ASEAN- インド FTA よりも早い水準で進
行。日本と中国に比べて韓国が選考する位
置で交渉進行 




検討中 MERCOSUR 2005 年 5 月韓国 ‐ メ
ルコスル FTA 共同研





























2007 年 6 月 30 日アクセス）を参考に筆者が要約。








ためである 21）。ここで興味深いのは 2003 年と 2004 年の FTA ロードマップでは日本が最
優先対象国であり、その次が ASEAN、中国を中心とする東アジア諸国、そして中 ‐ 長
期的にアメリカと EU の順で推進しようとする動きが見えたことである 22）。
　しかし金大中政権の地域主義を継承するように見えた東（北）アジア時代構想は、2006










FTA を推進しなければならないのである。こうした脈略から韓国の FTA 推進戦略に対
して次のような問題点が指摘される。
　まず推進戦略に対する体系的アプローチが不十分であるという点である。外交通商部通














2006 年 3 月 27 日、ジョンテイン前国民経済秘書官は CBS ラジオとのインタビューで「米
韓 FTA の推進決定は NSC との協議もなく準備なしの状態で拙速に下された」と指摘し、
− 158 −

























化させた。特に 1998 年 9 月、駐韓日本大使の小倉和夫が韓国の全経連で始めて日韓 FTA
の必要性を提示し公式に提案をしたが 28）、これを契機に両国間の FTA に関する話し合い










　以上のように日韓 FTA は、1998 年 12 月から 2004 年 4 月まで国策研究機関間での共
同研究、2001 年 9 月から 2002 年 1 月までの財界レベルでの FTA ビジネスフォーラム、
2002 年 7 月から 2003 年 10 月までの産・官・学共同研究に至るまで、5 年間にわたる事前
協議を経て両国は交渉開始に公式に合意した。日韓 FTA 交渉は 2003 年 12 月の政府間交








公式交渉 時期 場所 内容
共同声明 2003 年 10 月 20 日 バンコク 両国首脳、政府間公式交渉の開始に合意
第 1 次 2003 年 12 月 22 日 ソウル 政府レベル交渉開始
第 2 次 2004 年 2 月 23 ～ 25 日 東京 分科会ごとに主要イシューに対する意見交換
第 3 次 2004 年 4 月 26 ～ 28 日 ソウル 協定文草案に関する意見交換、協定文案に関す
る論議
第 4 次 2004 年 6 月 23 ～ 25 日 東京 六つの協定分科会別に争点基礎を論議
第 5 次 2004 年 8 月 23 ～ 25 日 慶州 統合協定文作成
第 6 次 2004 年 11 月 1 ～ 3 日 東京 協議（合意に至らず）
出 所： 韓 国 外 交 通 商 部 通 商 交 渉 本 部（http://www.fta.go.kr/user/fta_korea/info.
asp?country_idx=12：2007 年 6 月 30 日アクセス）を参考に筆者が要約。
　上の表２から分かるように、両国は第 6 次 FTA 交渉で商品譲歩案に合意できなかっ































　日韓 FTA は東アジア地域主義発展の求心点に成り得る。なぜならば日韓 FTA の域
内諸国に FTA 便乗戦略を選択するよう促進すると同時に、域内の政府間協働を促進で
きるよう誘導するためである。2003 年 10 月に発表した日韓 FTA 産・官・学共同研究会






















れるためには、日韓 FTA は中韓 FTA と共にその中核とならなければならない。しかし
日韓 FTA は交渉が進展せず、中韓 FTA は画期的な政治的決断なしには交渉を進めるの
が難しいというのが現実である。従って、東（北）アジアというカテゴリーの明確化は、
今後韓国の FTA 推進戦略の方向性と地域構想において重要な意味を持つ。









　3 番目は、規範的障壁に対する認識の違いである。日韓 FTA 交渉の膠着は、経済的要










　米韓 FTA に対する論議は 2004 年 11 月、FTA 推進についての実務的な検討と同時に、
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2005 年上半期まで行われた 3 次にわたる事前実務点検会議を開催したことからスタート
した。特に 2005 年 9 月 20 日の両国首脳間の電話会談と 2005 年 11 月 17 日に慶州で行わ
れた首脳会談以降、米韓 FTA 論議は一気に弾みをつけた。米韓 FTA を韓国政府が推進






しに米韓 FTA を妥結するのは時期尚早だという強硬な立場を堅持し続けた。2006 年 1 月





的に米韓 FTA の推進を決定したようである 41）。




進権限（TPA：Trade Promotion Act）が 2007 年 6 月 30 日に満了となるため、満了の
90 日前までに交渉を妥結して協定を締結するための時間を少しでも多く確保しようとい
う両国政府の強い意志があったからである。米韓 FTA 交渉は 2006 年 3 月と 4 月に 2 次
の非公式事前準備協議を開催後、2007 年 3 月まで計 8 回行われ、2007 年 3 月、高位級交
渉と通商長官会談で合意に至り 2007 年 4 月 2 日、米韓 FTA 協商が妥結された。
　米韓 FTA 交渉妥結の結果を具体的に見ると次のとおりである。韓国は、農業分野では
現行 40％である牛肉関税を今後 15 年間で段階的に廃止することに合意し、オレンジなど
の果物は季節関税を付加して被害を最小化するようにした。自動車分野ではアメリカは
3000cc 級未満の自動車関税を即時撤廃し、3000cc 級以上は 3 年後までに段階的に廃止す
ることにした。韓国はこのようなアメリカの要求を一部受け入れ現行 5 段階の自動車保有
税を大型、中型、小型の 3 段階に簡素化することに同意した。スクリーンクォーター制が






　2007 年 6 月中旬、米韓 FTA 交渉妥結案を元に法律的作業を終えたアメリカは、行政部
と議会が合意した‘新通商政策’を米韓 FTA 協定に反映させるため、労働、環境、医薬品、
必須的安保、政府調達、港湾安全、投資など七つの分野に対する追加交渉を韓国に要求した。
これにより両国政府は 2007 年 6 月 21 ～ 22 日と同 25 ～ 26 日にかけて 2 回にわたる追加
交渉を行った。韓国が得た成果は、複製医薬品規制について FTA 協定発効後 18 ヶ月間
の猶予期間と専門職ビザクォーターに関する口頭の約束の 2 つに過ぎなかったが、アメリ
カは韓国に要求した全ての分野の要求を実現した。これにより米韓 FTA は交渉スタート
が宣言されて以来、約 1 年 4 ヶ月間の政府間交渉を終えて、発効のための両国議会の承認
のみが残っている状態である。表３は米韓 FTA の交渉過程を整理したものである。
表３　米韓 FTA交渉過程
公式交渉 期間 場所 内容
共同声明 2006 年 2 月 3 日 ワシントン 米韓 FTA 推進発表
第 1 次 2006 年 6 月 5 ～ 9 日 ワシントン 両国間の統合協定文作成
第 2 次 2006 年 7 月 10 ～ 14 日 ソウル 金融国境間取引許容、
サービス投資留保案交換
第 3 次 2006 年 9 月 6 ～ 9 日 シアトル 関税譲歩案協議、
サービス投資留保案確認作業
第 4 次 2006 年 10 月 23 ～ 27 日 濟州 商品譲歩案の不均衡一定水準解消
第 5 次 2006 年 12 月 4 ～ 8 日 モンタナ 商品、貿易、サービス、知的財産
権などの分野に進展
第 6 次 2007 年 1 月 15 ～ 19 日 ソウル 農業と金融分野で一部合意
第 7 次 2007 年 2 月 11 ～ 14 日 ワシントン 商品貿易分野で実質的妥結、
妥結のための土台
第 8 次 2007 年 3 月 8 ～ 12 日 ソウル 技術障壁、環境、電子商取引
分野妥結
高位級交渉 2007 年 3 月 19 ～ 22 日 ワシントン 総体的妥結の枠組みの整備
通商長官会議 2007 年 3 月 26 日～ 4 月 2 日 ソウル 2007 年 4 月 2 日米韓 FTA 交渉妥
結
追加交渉 第 1 次：2007 年 6 月 21 ～ 22 日 ソウル 両国の立場の確認のみで成果なし
に終わる。
第 2 次：2007 年 6 月 25 ～ 26 日 ワシントン アメリカ側の要求殆ど受け入れ
2007 年 6 月 29 日 ワシントン 追加交渉最終妥結
協定文署名 2007 年 6 月 30 日 ワシントン 米韓 FTA 協定文署名
出 所： 韓 国 外 交 通 商 部 通 商 交 渉 本 部（http://www.fta.go.kr/user/fta_korea/info.
asp?country_idx=19：2007 年 7 月 5 日アクセス）を参考に要約。
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ア ‐ 太平洋で東アジア戦略の核心は日米同盟であるということが明らかにされている 48）。
従って、アメリカは東アジア地域に効率的に介入するための日米同盟を補助する支えとし
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おわりに
　本研究は韓国の FTA 推進戦略が東アジア地域主義発展を促進させるよりは亀裂を深化
させる方向に進んでいるという理論的仮説を、日韓 FTA と米韓 FTA の事例を通じて経
験的に立証している。そのために「地域政府間協働」という概念を分析のツールとして活
















提案、日韓 FTA の中断、そして他律的改革に対する危機によって米韓 FTA 推進を決定
したと判断できるからである。しかし、米韓 FTA は 4 大通商懸案事項を先決条件として
提示してきたアメリカ側の要求を受け入れることによって可能であった推進だったため、
交渉は非対称的構造でスタートし、結果も予想し難い波及効果を及ぼすと考えられる。こ
のような韓国の FTA 推進戦略はアングロ ‐ アメリカン方式の新自由主義の採択、アメ
リカのアジア−太平洋戦略への便乗、脱米から親米への回帰などのかたちで現れた。結果
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